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東日本大震災に係る地方税制上の措置等の広報等について 

 

 地方税法の一部を改正する法律（平成 23年法律第 120号）が平成 23年 12月

14日に公布され、原則として同日から施行されることとされたところです。 

 都道府県及び市区町村においては、今回の税制上の措置等の広報等について、

広報誌やホームページなどの各種広報媒体の活用や広報資料の窓口への備付な

どにより、積極的に取り組まれるようお願いいたします。 

また、国税庁から別紙１の依頼がありましたので、都道府県及び市区町村に

おいては、税務署と連携しつつ、広く被災者の方に税制上の措置等に関する情

報を周知するために、積極的にご対応いただきますようお願いいたします。 

あわせて、別紙２のとおり、広報誌等に掲載する際の文例を作成しましたの

で、ご活用ください。 

なお、所得税・個人住民税の雑損控除については、申請件数が、全半壊戸数

の半数程度にとどまっておりますので、被災者の方に広く周知し、適用いただ

けるよう、より積極的な広報等に取り組まれるようお願いいたします。 

 各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市（区）町村に対しても、こ

の旨を連絡願います。 

 なお、この通知は地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４（技術

的な助言）に基づくものです。 

殿 



                         平成 23 年 12 月 14 日 

 
総 務 省 

自治税務局 企画課 御中  

 

                         国税庁 広報広聴官 

 

自治体を通じた広報等の協力について（依頼） 

 

 平素から、税務行政に多大なご理解を賜り、御礼申し上げます。 

 先の「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律」

の施行（平成23年４月27日付）に伴い、東日本大震災の被災者の方に向けた国

税庁の広報等の実施に際しましては、貴省より、全国の自治体に対して「東日

本大震災に係る税制上の措置等の広報等について」（総税企第49号）を発遣して

いただくなどのご配慮を賜り、厚くお礼申し上げます。 

さて、本日、「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律の一部を改正する法律」が施行されました。 

そのため国税庁では、引き続き、東日本大震災の被災者の方に向けた各種税

制上の措置等の広報を実施することとしております。 

 東日本大震災で被災された納税者の中には、未だに避難生活をされている方、

住所地を離れて他都道府県にある避難所や個人の住まいに身を寄せている方も

多数おられることから、広く被災者の方に税の軽減・免除措置等に関する情報

を周知するために、全国の自治体に下記の協力依頼を行う予定としております。 

つきましては、これらの広報等が円滑に実施できますよう、貴省から全国の

自治体にご協力をいただきたい旨を通知していただくなど、特段のご配慮を賜

りますようお願いいたします。 

記 

１ 県・市区町村広報誌への税務署からのお知らせの掲載 

２ 被災者向けパンフレットの県・市区町村窓口への備え付け 

 

別紙１ 



別紙２ 

 

この案文の使用方法について 

 

１ この案文は、都道府県又は市区町村の広報誌等への掲載を想定

して作成したものです。 

 

２ 本案文は例を示しているものであり、各地方団体において文言

やレイアウトを調整することは差支えありません。 

 



①短文バージョン 

 

東日本大震災により被害を受けられた方へ 税務署からのお知らせ 

平成 23年 12月に、「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法

律の一部を改正する法律」などが施行され、所得税などの国税に関して、東日本大震災に

より被害を受けられた方や復興推進に向けた取組を対象として、新たな税制上の措置が追

加されています。 

平成 23年 4月に施行された「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に

関する法律」で創設された税制上の措置と合わせて、東日本大震災により被害を受けられ

た方等は、所得税などの軽減・免除を受けることができ、確定申告などの手続を行うこと

により、税金の還付を受けることができます。 

詳しくは、最寄りの税務署にお問合せいただくか、これらの措置についてのパンフレッ

ト等が国税庁ホームページに掲載されていますのでご覧ください。www.nta.go.jp 

 

東日本大震災により被害を受けられた方へ ○○県（都道府）・『県（都道府）

内市町村／○○市（町村）』からのお知らせ 

大震災により被害を受けられた方は、地方税の軽減措置等を受けられます。軽減措置等

を受けるためには、手続きが必要となる場合もありますので、詳細については、○○県税

務課（℡0000-0000）又は『お住まいの市町村／○○市税務課（℡0000-0000）』にお問合せ

ください。 

 

 税制上の措置 概   要 

県
税 

不動産取得税の

軽減措置 

・耕作等が困難となった農用地に代わる農用地を取得した場合、

不動産取得税の軽減を受けることができます。 

・警戒区域内にあった農用地に代わる農用地を取得した場合、不

動産取得税の軽減を受けることができます。 

市
（
町
村
）
税 

個人住民税の軽

減措置 

住宅・家財・自家用車などに損害を受けた方は、雑損控除※１の適

用を受けることにより個人住民税の軽減を受けることができま

す。 

なお、津波被災区域や原子力災害避難区域については、次のような軽減措置があります

（特段の手続きは不要です※２）。 

① 津波により甚大な被害を受けた区域で、平成 23年度課税免除区域として市町村長が指

定した区域内の土地・家屋には、原則として平成 24年度分の固定資産税・都市計画税は

課税されません。ただし、市町村長が、その使用状況などを勘案して、課税することが

適当として指定した土地・家屋については、２分の１減額課税又は課税となります。 

② 警戒区域・計画的避難区域等のうち市町村長が指定した区域内の土地・家屋には、平

成 24 年度分の固定資産税・都市計画税は課税されません。平成 24 年 1 月 1 日以前に避

難区域等が解除された区域内の土地・家屋は、２分の１減額課税又は課税となります。 

http://www.nta.go.jp/


 

＜掲載にあたっての留意点＞ 

※１ 雑損控除については、申請件数が、全半壊戸数の半数程度にとどまっております

ので、より積極的な広報等に取り組まれるようお願いいたします。 

※２ 市町村長が指定する場合、別途住民の方々にわかりやすくお知らせ願います。 

 



②長文バージョン 

 

東日本大震災により被害を受けられた方へ 税務署からのお知らせ 

平成 23年 12月に、「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法

律の一部を改正する法律」などが施行され、所得税などの国税に関して、東日本大震災に

より被害を受けられた方や復興推進に向けた取組を対象として、新たな税制上の措置が追

加されています。 

平成 23年 4月に施行された「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に

関する法律」で創設された税制上の措置と合わせて、東日本大震災により被害を受けられ

た方等は、次のとおり所得税の軽減・免除を受けることができ、確定申告などの手続を行

うことにより、税金の還付を受けることができます。 

１ 住宅借入金等特別控除の特例 

  東日本大震災によって自己の所有する家屋が被害を受けたことにより自己の居住の用

に供することができなくなった方が、住宅の再取得等をした場合には、選択により、通

常の住宅借入金等特別控除の適用に代えて、その居住の用に供した年に応じた控除率等

による｢住宅の再取得等に係る住宅借入金等特別控除の控除額の特例｣を適用できます。 

  また、東日本大震災によって居住の用に供することができなくなった家屋に係る住宅

借入金等特別控除と再取得等をした住宅に係る住宅借入金等特別控除は重複して適用で

きることとされました。 

２ 雑損控除の損失額の計算等における災害関連支出に係る対象期間の延長の特例 

  災害関連支出については、その災害がやんだ日から１年以内に支出したものが雑損控

除の対象となりますが、東日本大震災により住宅や家財に損害が生じた場合には、３年

以内に支出されるものが対象とされました。 

３ 雑損失の繰越控除等の要件の改正 

  雑損失の繰越控除等の適用を受ける場合は、①損失が生じた年分につき、原則として、

その損失に関する事項を記載した確定申告書を確定申告期限までに提出していること、

②その翌年以後の年分につき、連続して確定申告書を提出していることが、その要件と

されていましたが、①の要件については、確定申告書を確定申告期限後に提出した場合

でも適用を受けることができることとされました。 

４ 復興特別区域に係る税制上の特例措置 

  復興特別区域に係る税制上の特例措置として、①認定地方公共団体の指定を受けた方

が、復興産業集積区域内の事業所で雇用する被災者等に対して給与等を支給した場合の

所得税額の特別控除、②認定地方公共団体の指定を受けた方が、復興産業集積区域内に

おいて、一定の機械装置及び一定の建物等の取得等をして、これを特定の事業の用に供

した場合の事業用設備等の特別償却等、③認定地方公共団体の指定を受けた方が、一定

の開発研究用資産の取得等をして、これを復興産業集積区域内において、開発研究の用

に供した場合の開発研究用資産の特別償却等、④相当数の住宅が滅失した地域の居住の

安定の確保に寄与する事業を行う者として認定地方公共団体の指定を受けた方が、復興

居住区域内において、被災者向け優良賃貸住宅を取得等して、これを賃貸住宅供給事業

の用に供した場合の被災者向け優良賃貸住宅の特別償却等が措置されました。 



５ 被災代替資産等の特別償却の対象への二輪車等の追加等 

  被災代替資産等の特別償却の対象資産に二輪車等が追加されました。 

  また、被災資産の範囲について、東日本大震災によって実質的に事業の用に供するこ

とができなくなったものが対象資産であることが明確化されました。 

６ 被災者向け優良賃貸住宅の割増償却 

  特定激甚災害地域内において、被災者向け優良賃貸住宅を取得等して、これを賃貸の

用に供した場合には、その被災者向け優良賃貸住宅の償却費を割増償却できることとさ

れました。 

７ 復興指定会社が発行した株式を取得した場合の所得控除 

復興指定会社により発行される株式を、その発行の際に、払込みにより取得した場合

において、その株式の取得に要した金額については、寄附金控除を適用できることとさ

れました。 

 

  なお、東日本大震災により被害を受けた方は、特例により、平成 22年分所得税の軽減・

免除が受けられ、税務署で確定申告などの手続を行うことにより税金の還付を受けるこ

とができます。 

  また、津波などで手続に必要な書類が滅失してしまった場合でも、手続することはで

きますので、詳しくは、最寄りの税務署にお問合せ下さい。 

 

  上記の措置以外にも、自動車が廃車となった場合の自動車重量税の特例還付の適用対

象の拡大、被災された方が作成する「消費貸借契約書」（金銭借用書）の印紙税の非課税

措置の拡充、被災した建物の建替え等に係る登録免許税の免除措置の拡充など、国税に

関する新たな税制上の措置が追加されており、これらの措置に関するパンフレット等が

国税庁ホームページに掲載されていますのでご覧ください。www.nta.go.jp 

 

震災に関する国税の取扱いについてご質問がありましたら、最寄りの税務署にお電話

ください。 

なお、平成 24 年１月４日（水）から３月 15 日（木）までの期間、税務署に電話をお

かけになる場合は、自動音声の案内に沿って「0（ゼロ）」番を選択し、震災に関する手

続のご相談であることをお伝えください。 

 

東日本大震災により被害を受けられた方へ ○○県（都道府）・『県（都道府） 

内市町村／○○市（町村）』からのお知らせ 

大震災により住宅や家財などに被害を受けられた方は、住民税、固定資産税、不動産取

得税等の地方税について、次のような軽減措置等を受けられます。 

 

県    税 

○ 被災した農用地に代わる農用地を取得した場合の不動産取得税の軽減措置 

大震災により耕作・養畜することが困難となった農用地（被災農用地）であると農業

委員会等が認める農用地に代わる農用地を取得した場合には、その農用地が所在する都

道府県の認定を受けることにより、被災農用地の面積分の不動産取得税は課されません。 

http://www.nta.go.jp/


 

○ 警戒区域内の農用地に代わる農用地を取得した場合の不動産取得税の軽減措置 

警戒区域内の農用地（警戒区域内農用地）に代わる農用地を、警戒区域の解除日から

３ヶ月を経過する日までの間に取得した場合において、その農用地が所在する都道府県

の認定を受けることにより、当該警戒区域内農用地の面積分の不動産取得税は課されま

せん。 

 

市（町村）税 

○ 住宅や家財などに損害を受けた場合の個人住民税の軽減措置※１ 

  大震災により住宅・家財・自家用車などに損害を受けた方は、所得税と同様に、損害

金額に基づき計算した金額を所得から控除することにより個人住民税の軽減を受けるこ

とができます。この軽減措置は、所得税で申告した方については、基本的に手続不要で

す。なお、この控除は、災害に関連して支出した以下のような費用も対象となります。 

 （対象となる費用の例） 

   ・損壊等した住宅家財等の取り壊し、除却等のための費用 

・災害がやんだ日の翌日から３年以内にした次に掲げる費用 

     ア 土砂等を除去するための費用 

     イ 住宅家財等の原状回復及び損壊防止等のための費用 

・住宅家財等の被害の拡大、発生を防止するため緊急に必要な措置のための費用 

 

なお、津波被災区域や原子力災害避難区域については、次のような軽減措置があります

（特段の手続きは不要です※２）。 

① 津波により甚大な被害を受けた区域で、平成 23年度課税免除区域として市町村長が指

定した区域内の土地・家屋には、原則として平成 24年度分の固定資産税・都市計画税は

課税されません。ただし、市町村長が、その使用状況などを勘案して、課税することが

適当として指定した土地・家屋については、２分の１減額課税又は課税となります。 

② 警戒区域・計画的避難区域等のうち市町村長が指定した区域内の土地・家屋には、平

成 24 年度分の固定資産税・都市計画税は課税されません。平成 24 年 1 月 1 日以前に避

難区域等が解除された区域内の土地・家屋は、２分の１減額課税又は課税となります。 

 

＜掲載にあたっての留意点＞ 

※１ 雑損控除については、申請件数が、全半壊戸数の半数程度にとどまっております

ので、より積極的な広報等に取り組まれるようお願いいたします。 

※２ 市町村長が指定する場合、別途住民の方々にわかりやすくお知らせ願います。 
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